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2021年度介護保険制度改定につ
いて

シルバー産業新聞 安田勝紀

2021年3月17日 ウィズセミナー

全体の改定率は+0.7%
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これまでの介護報酬改定率

※上記以外に14 年度は消費税引き上げ対応のための＋0.63％、17 年度は介護職員処遇改善の+1.14％、
19年度は消費税引き上げ対応の+0.39%の臨時改定が行われている

※このうち、新型コロナウイルス感染症対応の特例評価 0.05％
（今年９月末まで基本報酬0.1%上乗せ）

2021年度改定の5本の柱

①感染症や災害への対応力強化
②地域包括ケアシステムの推進
③自立支援・重度化防止の取組の推進
④介護人材の確保・介護現場の革新
⑤制度の安定性・持続可能性の確保
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次期介護報酬改定 ケアマネジャー関連の主な⾒直し事項
〇居宅介護支援費の基本報酬 1.7%〜1.8%増
〇逓減制の適用を45件に緩和、ICT・AI活用や事務職員配置を要件に
〇特定事業所加算に新しい下位区分（A）を創設
〇介護予防支援に「委託連携加算」初回は300単位上乗せ
〇診断同席の加算「通院時情報連携加算」を新設
〇死亡により、サービスに繋がらなかったケースも基本報酬の算定可能に
〇過去6カ月のサービス割合、同一事業所提供割合を説明
〇退院・退所時カンファにおける福祉用具専門相談員等の参画促進
〇一定回数以上の生活援助を位置付けたプランの検証方法・届出頻度の緩和
〇「支給限度額の利用割合高」+「訪介が大半」事業所の抽出
〇サ高住等でのケアプランチェック
〇（看護）小規模多機能型居宅介護事業所連携加算を廃止
〇感染症・災害への対応力強化
〇ACP（アドバンス・ケア・プランニング）に沿った看取り対応の推進
〇介護サービスの質の評価と科学的介護の取組の推進
〇区分支給限度基準額の計算方法の見直し
〇通所介護等の事業所規模別の報酬等に関する対応
○ほか

居宅介護⽀援費の基本報酬 要介護3以上で25単位増

感染症対応として今年9月までは基本報酬に0.1%を上乗せ

45件～60件未満で17単
位、21単位低く設定
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逓減制の適用を45件に緩和
ICT・AI活用や事務職員配置を要件に

居宅介護支援費Ⅰ
ケアマネジャー

1人平均持ち件数
月1～39件

40件 45件

居宅介護支援費Ⅱ
ケアマネジャー

1人平均持ち件数
月40～59件

居宅介護支援費Ⅲ
ケアマネジャー

1人平均持ち件数 月60件～

【ICT活用の例】
〇情報を共有できるチャット機能のアプリを備えたスマホ

〇訪問記録を随時記載できる機能のソフトを組み込んだタ
ブレット等
〇AI

ICT活用や事務職配置で
逓減制適用を45件からに緩和する

報酬

件数
60件

特定事業所加算に新しい下位区分の（A）を創設

（Ⅳ）は別個の加算に

特定事業所加算（Ａ）の算定要件

【人員】
①常勤の主任ケアマネジャーを1 人以上配置
②常勤1 人以上、非常勤（他事業所との兼務可）1 人以上のケアマネジャーを配置

【体制・運営】（Ⅱ）（Ⅲ）と同じ。ただし▽ 24 時間連絡体制を確保し、かつ必要に応じて利用者等の相談

に対応する体制を確保▽事業所のケアマネジャーに対し計画的に研修を実施▽介護支援専門員実務研修におけ
る科目「ケアマネジメントの基礎技術に関する実習」等に協力または協力体制を確保▽他の居宅介護支援事業
所と共同で事例検討会、研修会等を実施――については連携でも可

管理者を主任ケアマネ
ジャーとする要件の適用は
2027年（令和9年）3月31

日まで猶予する
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特定事業所加算の算定要件一覧
特定事業所加算（Ⅰ） 特定事業所加算（Ⅱ） 特定事業所加算（Ⅲ） 特定事業所加算（A）

505単位 407単位 309単位 100単位
（１）専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の主任介護支援専門員を配置していること ２人以上 1人名以上 1人以上 1人以上

（２）専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の介護支援専門員を配置していること 3人以上 3人以上 2人以上

常勤：1人以上
非常勤：1人以上
（非常勤は他事業所と
の兼務可）

（３）利用者に関する情報、またはサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等を目的とした会
議を定期的に開催すること 〇 〇 〇 〇

（４）24時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談に対応する体制を確保している
こと 〇 〇 〇 〇

連携でも可
（５）算定日が属する月の利用者の総数のうち、要介護状態区分が要介護3以上の占める割合が100
分の40以上であること 〇 × × ×

（６）当該指定居宅介護支援事業所における介護支援専門員に対し、計画的に研修を実施しているこ
と 〇 〇 〇 〇

連携でも可
（７）地域包括支援センターから支援が困難な事例を紹介された場合においても、当該支援が困難な
事例に係る者に指定居宅介護支援を提供していること 〇 〇 〇 〇

（８）地域包括支援センター等が実施する事例検討会等に参加していること 〇 〇 〇 〇
（９）居宅介護支援費に係る運営基準減算、または特定事業所集中減算の適用を受けていないこと 〇 〇 〇 〇
（10）指定居宅介護支援事業所において指定居宅介護支援の提供を受ける利用者数が当該指定居宅介
護支援事業所の介護支援専門員１人当たり40名未満（居宅介護支援費（Ⅱ）を算定している場合は
45名未満）であること

〇 〇 〇 〇

（11）介護支援専門員実務研修における科目「ケアマネジメントの基礎技術に関する実習」等に協力
または協力体制を確保していること（平成28年度の介護支援専門員実務研修受講試験の合格発表の日
から適用）

〇 〇 〇 〇
連携でも可

（12）他の法人が運営する指定居宅介護支援事業者と共同で事例検討会、研修会等を実施しているこ
と 〇 〇 〇 〇

連携でも可
（13）必要に応じて、多様な主体等が提供する生活支援のサービス（インフォーマルサービス含む）
が包括的に提供されるような居宅サービス計画を作成していること 〇 〇 〇 〇

算定要件

特定（Ⅳ）は名称変更 「特定事業所医療介護連携加算」

現行の特定事業所加算（Ⅳ）125単位
（1月につき）

特定事業所医療介護連携加算125単位
（1月につき）

算定要件（特定事業所加算（Ⅳ）と同様）

①前々年度の３月から前年度の２月までの間において退院・退所加算の算定に係る病院等との連携の回数（情
報の提供を受けた回数）の合計が35回以上

②前々年度の３月から前年度の２月までの間においてターミナルケアマネジメント加算を５回以上算定

③特定事業所加算（Ⅰ）～（Ⅲ）を算定していること ※新区分（A）は含まれていない
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介護予防⽀援に「委託連携加算」 外部委託しやすい環境を整備

「介護保険制度の見直しに関する意
見」（2019年12月27日社会保障審議
会介護保険部会）抜粋

地域包括支援センター

〇業務負担が大きいとされる介護予
防ケアマネジメント業務について、
要支援者等に対する適切なケアマネ
ジメントを実現する観点から、外部
委託は認めつつ、引き続き地域包括
支援センターが担うことが必要であ
る。外部委託を行いやすい環境の整
備を進めることが重要である。介護
報酬上の対応についても検討が必要
である。

包括の平均業務時間の3割近く

を介護予防支援業務が占めてい
る

「委託連携加算」 で委託時、300単位上乗せ
委託連携加算（1月につき） 300単位（新設）

【算定要件】

介護予防支援を居宅介護支援事業所に委託する初回に限り算定。算定した際には介護予防支援事業所に
対し、当該加算を勘案した委託費の設定等を行うよう求める

介護予防支援の基本報酬438単位+委託連携加算300単位＝738単位 ※ただし、初月のみ
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診断同席の加算を新設

通院時情報連携加算（1月につき） 50 単位（新設）

【参考】

【算定要件】

利用者が医師の診察を受ける際に同席し、医師等に利用者の心身の状況や生活環境等の必要な情報提供を行
い、医師等から利用者に関する必要な情報提供を受けた上でケアプランに記録

死亡により、サービスに繋がらなかったケースも基本報酬の算定可能に
居宅サービス等の利用に向けて介護支援専門員が利用者の退院時等にケアマネジメント業務を行ったもの
の利用者の死亡によりサービス利用に至らなかった場合に、モニタリングやサービス担当者会議における検
討等必要なケアマネジメント業務や給付管理のための準備が行われ、介護保険サービスが提供されたものと
同等に取り扱うことが適当と認められるケースについて、居宅介護支援の基本報酬の算定を可能とする見直
しを行う
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死亡により、サービスに繋がらなかったケースも基本報酬の算定可能に

（訪問介護）看取り期は「2時間ルール」適用
看取り期の利用者に訪問介護を提供する場合に、訪問介護に係る「２時間ルール」の運用を弾力化し、２時

間未満の間隔で訪問介護が行われた場合に、所要時間を合算せずにそれぞれの所定単位数の算定を可能とす
る。

追加部分
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（参考）看取り介護加算に「45⽇前〜31⽇前」区分を新設

中重度者や看取りへの対応の充実を図る観点から、看取り介護加算の算定要件の見直しを行うととも
に、現行の死亡日以前30日前からの算定に加え、それ以前の一定期間（45日前から）の対応についても
新たに評価する区分を設ける。あわせて、サービス提供にあたり、本人の意思を尊重した医療・ケアの方
針決定に対する支援に努めることを求めることとする

対象サービス→特養（地域密着型含む）、老健、特定施設（地域密着型含む）、認知症グループホーム

特養の看取り介護加算の例

（参考）特定施設には、より評価の高い（Ⅱ）が新設

看取り期において夜勤または宿直により看護職員を配置している場合
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（訪問介護）通院等乗降介助 病院や介護事業所間も算定可能に
訪問介護の通院等乗降介助について、目的地が複数ある場合でも、居宅が始点または終点となる場合に

は、その間の病院等から病院等への移送や、通所系サービス・短期入所系サービスの事業所から病院等への
移送といった乗降介助に関しても、同一の事業所が行うことを条件に、算定可能とする。

この場合、通所系サービス・短期入所系サービス事業所は送迎を行わないことから、通所系サービスは利
用者宅と事業所との間の送迎を行わない場合の減算を適用し、短期入所系サービスは、利用者に対して送迎
を行う場合の加算を算定できないこととする。

過去6カ月のサービス割合、同一事業所提供割合を説明・公表
【質の高いケアマネジメントの推進】

ケアマネジメントの公正中立性の確保を図る観点から、事業所に、以下について、利用者に文書と口頭で懇切丁
寧に説明し、理解したことを利用者から署名を得るとともに、介護サービス情報公表制度において公表する。

・前６カ月間に作成したケアプランにおける訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与の各サー
ビスの割合（毎年度2回、3月～8月、9月～2月の期間に作成されたケアプラン）

・前６カ月間に作成したケアプランにおける訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与のサービ
スごとの、同一事業者によって提供されたものの割合
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認知症研修の受講状況などの公表の義務化
介護サービス事業者の認知症対応力の向上と利用者の介護サービスの選択に資する観点から、全ての介護

サービス事業者(居宅療養管理指導を除く)を対象に、研修の受講状況等、認知症に係る事業者の取組状況につ
いて、介護サービス情報公表制度において公表することを求めることとする

対象サービス→居宅療養管理指導を除く全サービス

無資格者の認知症介護基礎研修の受講義務化

介護サービス事業者に、介護に直接携わる職員のうち、 医療・福祉関係の資格を有さない者について、認知
症介護基礎研修を受講させるために必要な措置を講じることを義務づける。その際、３年の経過措置期間を設
けることとするとともに、新入職員の受講についても１年の猶予期間を設けることとする。

対象サービス→全サービス ※訪問系サービス（訪問入浴介護は対象）、福祉用具貸与、居宅介護支援を除く

無資格の介護職員
は全体の6.1%
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（参考）認知症介護基礎研修の受講時間は6時間

退院・退所時のカンファにおける福祉用具専門相談員等の参画促進
退院・退所時のスムーズな福祉用具貸与の利用を図る観点から、居宅介護支援の退院・退所加算や施設系

サービスの退所時の支援に係る加算において求められる退院・退所時のカンファレンスについて、退院・退
所後に福祉用具の貸与が見込まれる場合には、必要に応じ、福祉用具専門相談員や居宅サービスを提供する
作業療法士等が参加することを明確化する
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今後のスケジュール

福祉用具貸与の上限価格見直しの頻度について、当初
の「おおむね１年に一度」から「3年に一度」に見直
し。

2020年６月にオンラインで開催された社会保障審議
会介護給付費分科会で了承された。最初の見直しを実施
するのは2021年4月（すでに新しい上限価格・平均価格
は厚労省ホームページなどで公表済み）

（参考）福祉用具貸与の上限制 更新頻度「3年に1度」へ緩和

「⽀給限度額の利用割合高」+「訪介が大半」事業所の抽出

検証方法として効率的で訪問介護サービスの利用制限にはつながらないような仕組みが求められている
ことを踏まえ、区分支給限度基準額の利用割合が高く、かつ、訪問介護が利用サービスの大部分を占める
等のケアプランを作成する居宅介護支援事業者を事業所単位で抽出するなどの点検・検証の仕組みを導入
することとしてはどうか（2021年10月から施行）

「（一定回数以上の生活援助の届出制を導入したことにより）身体介護に安易に置き換えられるケース
等を是正し、訪問介護全体での適切なサービスを確保するため、身体介護も含めた訪問介護全体の回数
で届け出を義務付ける等、制度の改善を図るべき」

財務省「財政制度等審議会財政制度分科会」

財務省の提起に対する厚労省の対応案
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一定回数以上の⽣活援助を位置付けたプランの検証⽅法・届出頻度の緩和
生活援助の訪問回数が多い（全国平均+2SD）利用者のケアプランの検証の仕組みについて、実施の状況や

効果を踏まえて、ケアマネジャーや市町村の事務負担にも配慮して、届出のあったケアプランの検証の仕方
や届出頻度について見直しを行う。具体的には、検証の仕方について、地域ケア会議のみならず、行政職員
やリハビリテーション専門職を派遣する形で行うサービス担当者会議等での対応を可能とするとともに、届
出頻度について、検証したケアプランの次回の届出は１年後とする。

【検証方法】

保険者による検証

地域ケア会議による検証

行政職員やリハビリテーション専門職
を派遣して行うサービス担当者会議等

【届出頻度】

毎月

検証したケアプランの
次回の届出は１年後

サービス担当者会議は、テレビ会議によるオンラインでの実施が可能。ただし、利用者
又はその家族が参加する場合には、利用者の同意が必要。

（参考）「訪問回数の多い訪問介護対策」イメージ
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サ高住等でのケアプランチェック

①訪問系サービス（定期巡回・随時対応型訪問介護看護を除く）、通所系サービス（地域密着型通所
介護、認知症対応型通所介護を除く）、福祉用具貸与について、事業所と同一の建物に居住する利

用者に対してサービス提供を行う場合には、当該建物に居住する利用者以外に対してもサービス提供
を行うよう努めることとする。また、事業所を市町村等が指定する際に、例えば、「当該事業所の利
用者のうち一定割合以上を当該事業所に併設する集合住宅以外の利用者とするよう努める」あるいは
「しなければならない」等の条件を付することは差し支えないことを明確化する。

②同一のサービス付き高齢者向け住宅等に居住する者のケアプランについて、区分支給限度基準額の
利用割合が高い者が多い場合に、併設事業所の特定を行いつつ、当該ケアプランを作成する居宅介護
支援事業者を事業所単位で抽出するなどの点検・検証を行うとともに、サービス付き高齢者向け住宅
等における家賃の確認や利用者のケアプランの確認を行うことなどを通じて、介護保険サービスが入
居者の自立支援等につながっているかの観点も考慮しながら、指導監督権限を持つ自治体による更な
る指導の徹底を図る（居宅介護支援事業所の抽出などの点検・検証は2021年10月施行）

○サービス付き高齢者向け住宅、住宅型有料老人ホーム等における適正なサービス提供を確保する観点か
ら、以下の対応を行う。

（看護）⼩規模多機能型居宅介護事業所連携加算を廃⽌

【参考】小規模多機能型居宅介護事業所連携加算（予防や看多機加算も同様）

介護支援専門員が、小規模多機能型居宅介護事業所に出向き、利用者の居宅サービスの利用状況等の情
報提供を行うことにより、当該利用者の小規模多機能型居宅介護における居宅サービス計画の作成に協力
を行った場合に、算定を行うものである。ただし、当該小規模多機能型居宅介護事業所について6月以内

に当該加算を算定した利用者については、算定することができない。また当該加算は、利用者が小規模多
機能型居宅介護の利用を開始した場合にのみ算定することができるものとする。

2019年4月サービス提供分 単位数 算定率
小規模多機能型居宅介護事業所連携加算 300 1.24%
看護小規模多機能型居宅介護事業所連携加算 300 0.21%

【参考】同加算の算定率
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感染症・災害への対応⼒強化① 委員会、指針、研修・訓練

感染症の発生、まん延等に
関する取組の徹底を求める観
点から、以下の取組を義務づ
ける（中略）

イ訪問系サービス、通所
系サービス、短期入所系サー

ビス、多機能系サービス、福
祉用具貸与、居宅介護支援、
居住系サービスについて、委
員会の開催、指針の整備、研
修の実施、訓練（シミュレー
ション）の実施等

3年間の経過措置を設ける

【参考】現行の基準 ※居宅介護支援・介護予防支援には当該基準なし

感染症・災害への対応⼒強化② BCP計画の策定など

感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスが継続的に提供できる体制を構築する観
点から、全ての介護サービス事業者を対象に、業務継続に向けた計画等の策定、研修の実施、訓練（シ
ミュレーション）の実施等を義務づける

3年間の経過措置を設ける

2018年度以降、介護報酬等の臨時的な取扱いを示した災害
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指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について

⒁ 業務継続計画の策定等
① 居宅介護支援事業者は、感染症や災害が発生した場合にあっても、利用者
が継続して指定居宅介護支援の提供を受けられるよう、居宅介護支援の提供
を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るため
の計画（業務継続計画）を策定する。
業務継続計画に従い、ケアマネジャーその他の従業者に対して、必要な研

修及び訓練（シミュレーション）を実施しなければならない。利用者がサー
ビス利用を継続する上で、居宅介護支援事業者が重要な役割を果たすことを
踏まえ、関係機関との連携等に努めることが重要である。他のサービス事業
者との連携等により行うことも差し支えない。
感染症や災害が発生した場合には、従業者が連携し取り組むことが求めら

れることから、研修及び訓練の実施には、全ての従業者の参加が望ましい。
３年間の経過措置を設けており、令和６年３月31 日までの間は努力義務と

する。

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について

(22) 虐待の防止
「高齢者虐待防止法」の実効性を高め、利用者の尊厳の保持・人格の尊重が達成されるよ
う、次に掲げる観点から指定居宅介護支援事業所における虐待の防止に関する措置を講じる
ものとする。
・虐待の未然防止
居宅介護支援事業者は高齢者の尊厳保持・人格尊重に対する配慮を常に心がけながらサービ
ス提供にあたる必要があり、研修等を通じて、従業者にそれらに関する理解を促す必要があ
る。同様に、従業者が高齢者虐待防止法等に規定する養介護事業の従業者としての責務・適
切な対応等を正しく理解していることも重要である。
・虐待等の早期発見
居宅介護支援事業所の従業者は、虐待等又はセルフ・ネグレクト等の虐待に準ずる事案を発
見しやすい立場にあることから、これらを早期に発見できるよう、必要な措置（虐待等に対
する相談体制、市町村の通報窓口の周知等）がとられていることが望ましい。また、利用者
及びその家族からの虐待等に係る相談、利用者から市町村への虐待の届出について、適切な
対応をすること。
・虐待等への迅速かつ適切な対応
虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必要があり、指定居宅介護支
援事業者は当該通報の手続が迅速かつ適切に行われ、市町村等が行う虐待等に対する調査等

に協力するよう努める。３年間の経過措置があり、2024年３月31 日までは努力義務する。
①虐待の防止のための対策を検討する委員会
②虐待の防止のための指針

③虐待の防止のための従業者に対する研修
④虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者
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ACP（アドバンス・ケア・プランニング）に沿った看取り対応の推進

看取り期における本人・家族との十分な話し合いや他の関係者との連携を一層充実させる観点から、訪問
看護等のターミナルケア加算における対応と同様に、基本報酬（介護医療院、介護療養型医療施設、短期入
所療養介護＜介護老人保健施設によるものを除く＞）や看取りに係る加算の算定要件において、「人生の最
終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」等の内容に沿った取組を行うことを求め
ることとする。また、施設系サービスについて、サービス提供にあたり、本人の意思を尊重した医療・ケア
の方針決定に対する支援に努めることを求めることとする。

【該当サービス】短期入所療養介護、小規模多機能型居宅介護、居宅介護支援、特定施設入居者生活介護、
地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、介護老人福祉施設、地域密着型介護老人
福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院

「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関
するガイドライン」掲載URL
https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000197665.html

介護サービスの質の評価と科学的介護の取組の推進

介護関連データの収集・活用及び PDCA サイクルによる科学的介護を推進していく観点から、全ての
サービス（居宅介護支援を除く）について、CHASE・VISIT を活用した計画の作成や事業所単位での
PDCA サイクルの推進、ケアの質の向上の取組を推奨する。居宅介護支援については、各利用者のデー
タ、フィードバック情報のケアマネジメントへの活用を推奨する。

介護サービスの質の評価と科学的介護の取組を推進し、介護サービスの質の向上を図る観点から、以下の
見直しを行う。（中略）

CHASEとVISITは4月か
ら「LIFE（ライフ）」と
名称を改めて一体運用

科学的介護情報システム
（Long-term care Information system 
For Evidence
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介護サービスの質の評価と科学的介護の取組の推進

＜施設系サービス＞
科学的介護推進体制加算（Ⅰ） 40単位／月（新設）
科学的介護推進体制加算（Ⅱ） 60単位／月（新設）※服薬情報の提供を求めない特養、地域密着型特養は50単位／月

＜通所系・多機能系・居住系サービス＞
科学的介護推進体制加算 40単位／月（新設）

算定要件

①入所者・利用者ごとの心身の状況等の基本的な情報を、厚生労働省に提出していること
②サービスの提供に当たって、①に規定する情報、その他サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報
を活用していること

運営基準で全事業所にCHASE・VISIT活用を推奨
【運営基準】 サービス毎に、以下を規定

（訪問介護の例） 指定訪問介護事業者は、指定訪問介護を提供するに当たっては、法第百十八条の二第一
項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に実施しなければならない。
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（参考）CHASE・VISIT活用を要件としている主な加算

リハビリテーションマネジメント加算（訪リハ、通所リハ）、リハビリテーションマネジメント計画書情
報加算（老健）、理学療法、作業療法及び言語聴覚療法に係る加算加算（医療院）、個別機能訓練加算
（通所介護、地域密着型通所介護）、栄養マネジメント強化加算（施設サービス）、栄養アセスメント加
算（通所系サービス、看護小規模多機能）、科学的介護推進体制加算（介護療養病床を除く施設サービ
ス、通所系、居住系、多機能系サービス）、ADL維持等加算（通所介護、地域密着型通所介護、認デイ、
特養、特定施設）、自立支援促進加算（介護療養病床を除く施設サービス）、褥瘡マネジメント加算・排
せつ支援加算（介護療養病床を除く施設サービス、看護小規模多機能）

例）特養、特定施設の個別機能訓練加算

区分⽀給限度基準額の計算⽅法の⾒直し①
通所系サービス、多機能系サービスについて、同一建物等居住者に係る減算の適用を受ける者と当該減算の
適用を受けない者との公平性の観点から、当該減算等の適用を受ける者の区分支給限度基準額の管理におい
て、減算等の適用前の単位数を用いることとする。

赤下線部は2018年度改定で対応済み

現行は減算分、利用可
能回数が増加する
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区分⽀給限度基準額の計算⽅法の⾒直し②
通所介護、通所リハビリテーションについて、通常規模型のサービスを利用する者と大規模型のサービスを
利用する者との公平性の観点から、大規模型の報酬が適用される事業所を利用する者の区分支給限度基準額の
管理において、通常規模型の単位数を用いることとする。

赤下線部は2018年度改定で対応済み

通所介護等の事業所規模別の報酬等に関する対応
通所介護（地域密着型含む）、通所リハ、認知症デイの基本報酬について、感染症や災害の影響により利用者が減少した

場合に、状況に即した安定的なサービス提供を可能とする観点から、以下の見直しを行う。

①大規模型について、事業所規模別の報酬区分の決定にあたり、前年度の平均延べ利用者数ではなく、延べ利用者数の減が
生じた月の実績を基礎とすることができることとする。

②延べ利用者数の減が生じた月の実績が前年度の平均延べ利用者数から5％以上減少している場合、3カ月間（※）、基本報
酬の3％の加算を行う（※２）。 現下の新型コロナウイルス感染症の影響による前年度の平均延べ利用者数等から5％以上の
利用者減に対する適用にあたっては、年度当初から即時的に対応を行う。

・①②ともに、利用者減の翌月に届出、翌々月から適用
・利用者数の実績が前年度平均等に戻った場合はその翌月に届出、翌々月まで
・①②両方に該当する場合は①を適用
※利用者減で経営改善に時間を要する、その他の特別の事情があると認められる場合は一回の延⻑を認める
※２加算分は区分支給限度基準額の算定に含めない。

この仕組みを恒久化する
ため、コロナ特例12報
（デイ・デイケアの2区分
上位算定など）は3月サー
ビス分で廃止


